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会社となり、現在に至つてしヽます。
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満期戻総合保険

①火災 ②落雷

は、万―の際の充実補償と満期返れい金の楽しみがある積立型火災保険で現

0お住まよ亀為尋お3ます
火災を中心に多くの災害から、あなたの大切

な財産をお守りします。

9 θ
③破裂・爆発

③家財の不測かつ突
発的な事故
(家財を保険の対象として

ご契約いただいた場合)

!恋

奪

保険金は何度でも

1回の災害でお受け取りになる保険金が、

災害が発生した時点の保険金額 (ご契約金

額)|こ満たない限り、保険期間中に何度災

害が発生しても保険金をお受け取りになれ

ます。

保険金額が自動増額

お支払いいただく保険料はそのままで、建物

や家財等の保険金額が毎年 5%(定 額)ず

④風災・雹災・雪災
(損害額が20万円以上
の場合に対象)

⑤建物外部からの物
体の落下・飛来・衝
突・倒壊

⑥綸排水設備に生じ
た事故または他人
の戸室で生じた事
故による水濡れ

⑦騒擾Ⅲ集回行動、
労働争議に伴う暴
力行為

⑫別居者家財
(家財を保険の対象として

こ契約いただいた場合)

満期返れい金プラス

契約者配当金のお楽しみ

満期時に「満期返れい金 (注 )」 に「契約者配当金」が

プラスされてお受け取りになれます。ただし、「契約

者配当金」は剰余が生じた場合にお支払いします

ので、ゼ回の場合もあります。1回の災害により、災

害が発生した時点の保険金額の金額をお支払い

した場合、ご契約は終了し、「満期返れい金」および
「契約者配当金」はお支払いできなくなります。

(注)と契約時の保険金額に保険証券記載の満期返れい
金支払割合を乗じて得た額をいいま売

満期時お受取金は一時所得扱い
(平成27年 1月現在の税法上のお取扱い)

個人契約の場合、「満期返れい金」および「契約者配当

金」は一時所得扱いとして次の算式で計算された額が

課税されま魂

課税対象額=(満期返れい金+契約者配当金―払込
保険料の総額十他の一時所得対象額
―特別控除額50万円)x1/2

※保険期間6年のと契約で5年以内に解約された場合、源
泉分離課税の対象となる場合があります。
※上記の税法上のお取扱いは税制改正により変更となる
場合があります。

キャッシンク
｀
・

サービスもおまかせ
(契約者貸付制度)

急に資金が必要になった場合、

ご契約は有効なままで、弊社

から融資が受けられます。

※ご融資できる金額は、弊社の定
める範囲内となります。なお、質
権設定契約または満期直前 6
か月以内の契約についてはこ
融資できません。
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臨時費用
(①～⑦の事故で、保険金が
支払われる場合)

残存物取片づけ費用
(①～⑦の事故で、保険金が
支払われる場合)

｀

C―

失火見舞費用
(① o③の事故で、他人の所
有物に損害を与えた場合)

対 象建物が、住 宅の品質確

保の促進等に関する法律 (以

下、「品確法」といいます。)に

規 定 する評価 方法 基 準 (平

成 13年 国土交通省告示第
]347号 、以下「評価方法基
準」といいます。)において、免

震建築物の基準 に適合する

遅築物であること。

対象選物が、品確法に規定す

る評価方法基準に定められた

耐震等級 (構造躯体の倒壊等

防止)ま たは国土交通省の定

める「耐震診断による耐震等

級 (構造躯体の倒壊等防止 )
の評価指針」(以下、「評価指

針Jといいま現 )に定められた

・ 品確法に基づく建設住宅性能評価書 (写 )ま
たは設計住宅性能評価書 (写 )モ i

。独立行政法人住宅金融支援機構が定める技

術基準に週合していることを示す適合証明詈

(写 )}2または「現金取得者向け新築対象住
宅証明書」(写 )｀ 2

・ 長期優良住宅の認定申請の際に使用する品

確法に基づく登録住宅性能評価機関が作成

した「技術的審査適合証」(写 )糸 2

・ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置

を受けるために必要な「住宅性能証明書 J

(写 )ナ
.2

・ こ「認定通知書Jな ど長期優良住宅の普及の

促進に関する法律に基づく認定吾類 (写 )■ 3

および 2「設計内容説明書」など免震建築物
であることまたは耐震等級を確認できる書類

(写 )イ 2

・ 耐震診断の結果により、国土交通省の定める

基準 (平 成 ]8年国土交通省告示第 185
号)に適合することを地方公共団体、選築士

などが証明した詈類 (写 )
。耐震診断または耐震改修の結果により減税

措置を受けるための証明書 (写 )(耐震基準通

合証明書、住宅耐震改修証明書、地方税法施

行規則附則に基づく証明雷など)

ンプには、こ希望されない場合を除き、地震保険をあわせてこ
4契約い

)

③盗難による盗取・損 ⑩通貨・預貯金証書の

傷・汚損      盗難
(家財および設備・什器等

を保険の対象としてご

契約いただいた場合)

⑪持ち出し家財の損害
(家財を保険の対象として

こ契約いただいた場合)

⑬水災
●保険金額は……
地震保険を長期―括払でご契約になる場合、地震保険の保険金額 (ご契約

金額)はスーパージャンプの保険金額の36%(6年契約の場合は37.5%)
～50%に相当する額の範囲内で定めてい
ただきます。
それ以外の払込方法でご契約になる場合、

地震保険の保険金額 (こ契約金額)はスー

パージャンプの保険金額の30%～ 50%に
相当する額の範囲内で定めていただきます。
この場合翌年度以降の地震保険の保険金額は、主契約の自動増額に合わせ

て増額となりますので、翌年度以降の保険料は変更となりま魂
ただし、いずれの場合も他の地震保険契約と合算して建物5,000万円、家財
1,000万円が限度となりま現

0地震保険をご契約されない場合は……
地震保険をと契約されない場合は、地震・噴火による倒壊等の損害だけで
なく、地震・噴火による火災損害(地震・噴火による延焼損害を含みます。):こ
ついても保険金をお支払いできません。

●地震保険のお支払いは……
地震・噴火・津波による火災、損壊、埋没、流失によって乙契約の建物・家財が下表

の損害を受けた場合に限り地震保険金をお支払いします。(したがって、これ

らに至らない損害の場合にはお支払いできません。)なお、この地震保険金は
「地震火災費用保険金」とは別にお支払いします。

●地震保険の割引制度について
地震保険については、保険の対象である建物または保険の対象である家財を

収容する建物(以下「対象建物」といいま売 )が条件を満たす場合は、地震保
険料率に所定の割引が適用されま魂割31適用には所定の確認資料のご提出
が必要で現なお、次の害」引は重複して適用することはできません。

免震建築物劇引
(50%)

)

(黎例
一部損のとき 家財の地震保険金額の 5%(時 価の 5%が限度 )

●お支払いする保険金は……
お支払いする保険金は、1回の地震等による損害保険会社全社の支払保険金

額が7兆円(平成27年 1月現在)を超える場合、算出された支払保険金総額に

対する7兆円の割合によって削減される場合がありま現

●保険金をお支払いできない主な場合は……
地震等により保険の対象となる物が損害を受けても、地震等が発生した日の

翌日から起算して10日を経過した後に生じた損害や、保険の対象となる物の

紛失・盗難の場合には保険金をお支払いできません。

●スーパージヤンプの保険期間(ご契約期間)の途中から地震保
険をと契約いただくことができます。

●警戒宣言が発令された場合は……
大規模地震対策特別措置法に基づく讐戒宣言が発令された場合は、その

地域内に所在する保険の対象となる物について、地震保険の新規・増額契約

はお引き受けできません。

耐震等級を有していること 評価指針に基づく耐震性能評価書 (写 )

対 象建物が、地方公共 団体

等 による耐震診 断 または耐

震改修の結果、改正建築基

耐震診断割引  準法 (昭 和 56年 6月 1日 施
(10%)  行)における耐震基準を満た

す建物であること。

建築年割引
(10%)

※1 品確法に基づく登録住宅性能評価機関が、マンション等の区分所有建
物の共用部分全体を評価した場合に作成する「共用部分検査・評価シー
ト」等の名称の証明書類 (写)を含みます。
※2 免震建築物割引および耐震等級割引の必要な確認資料のうち、以下に
該当する場合には、耐震等級割引(30%)が適用されま魂
・「適合証明書」、「現金取得者向け新築対象住宅証明書」または「住宅性
能証明書」において、書類に記載された内容から、耐震等級が2または3
であることは確認できるものの、耐震等級を1つに特定できない場合
・「技術的審査適合証」において、免震建築物であることまたは耐震等級が
確認できない場合
・「認定通知書」など上記①の書類のみご提出いただいた場合
※3 認定長期優良住宅であることが確認できる「住宅用家屋証明書」(写 )お
よび「認定長期優良住宅建築証明書」(写)を含みます。
※4 国、地方公共団体、地方住宅供給公社、指定確認検査機関等
※5 建築確認申請書 (写)など公的機関等に届け出た書類で、公的機関等の
受領印・処理印が確認できるものを含みま丸

建   物

家    財
家財の地震保険金額の全額 (時価が限度 )地震火災費用

(地震・噴火またはこれらによ

る津波による火災の場合 )
※地震保険ではありません。

特別費用
(①～⑦の事故で、保険金額
全額が支払われる場合 )

修理付帯費用
(①～③の事故による、店
舗部分の復旧に係る費用
が対象)

水道管の凍結損壊に

よる修理費用

損害防止費用
(①～③の事故で、損害の防
止・軽減に必要であつた費
用が対象)

ア

く

置注意

△
保険の対象は住宅専用の建物(専用住宅)、店舗または事務所等と住居を併用している建物(併用住宅)および専用の店舗または事務所ならびにこれらに

収容される家財、設備・什器等(設備・什器または備品をいいます。)の動産のいずれかから選択いただくことができます。たたし、「建物のみ」を保険の対象
とされた場合は動産の損害は補償されません。また、「動産のみ」を保険の対象とされた場合は建物の損害は補償されません。

損害保険金を

お支払いする事故。

必要な磁B資料適用の条件割引の種類

耐震等級割引

(害級に応して

1眺 3眺 50'る)

事故に伴うさまざまな

費用も補償します。

家財の地震保険金額の 60%(時 価の 50%が 限度 )

お支払いする保険金

建物の地震保険金額の全額 (時価が限度 )

建物の地震保険金額の 500/0(時価の 500/0が限度)

建物の地震保険金額の 50/0(時 価の 5%が限度)

損害の程度

全 損 の と き

半 損 の と き

一部損のとき

全 損 の と き

半 損 の と き

保険の対象

対象建物が、昭和 56年 6月
]日以降に新築された建物で

あること。

。建物登記簿謄本、建物登記済権利証、建築確

認豊、横査済証など公的機関等)4が発行■5

する詈類 (写 )
。宅地建物取引業者が交付する重要事項説明

書 (写 )



河.損害保険金
保険の対象 (対象となるもの)が前ページの①～⑩の事

故により損害を受けたとき(④の事故の場合は、損害額が

20万円以上となったとき)損害保険金をお支払いしま売

●木造の新価払建物健)または家財が損害を受けたとき、保

険金額が再調達価額 (保険の対象と同等のものを新たに

取得するのに必要な金額)の 60%以上 (耐火造の新価払
建物は30%以上)であれば、保険金額を限度として、長害
額を新価で全額お支払いします。

ただし、保険金額が上記の割合未満のときは、お支払いす

る保険金は実際の損害額を下回ることになりま魂

(注 )「新価払建物」とは以下の建物をいいます。

①専用住宅建物

②専用住宅建物以外で床面積が660m2未 満の弊社所
定の条件を満たす建物

0新価払建物以外の本造建物や設備・什器等が損害を
受けたとき、保険金額が時価額の60%以上 (新価払建
物以外の耐火造建物は30%以上)であれば、保険金額
を限度として、損害額を時価 (再調達価額から使用によ

る消耗分を控除した金額)で全額お支払いしま魂

ただし、保険金額が上記の割合未満のときは、お支払

いする保険金は実際の損害額を下回ることになります。

●申込書に明記していただいた1点 30万円を超える貴金

属・宝石・美術品等の盗難については、1事故につい

て、1点あたり100万円がお支払いの限度となります。

●家財の不測かつ突発的な事故については、1事故につ

いて、家財1個または1組ととに10万円を限度としてお

支払いします。ただし、お支払いする金額は損害額から

1個または1組ことに3万円を差し引いた額となりま魂

●現金・預貯金証書の盗難については、1事故について、1敷

地内ごとに下表の額を限度に損害額をお支払いしま魂

預貯金証書

200万円または家財の保険金
額のいずれか低い額

300万円または設備 什器等の
保険金額のいずれか低い額

現 金

20万 円

30万 円

保険の対象

家   財

設備・什器等

2.持ち出し家財保険金
と契約いただいた家財が一時的に持ち出され、国内で、前
ページ①～⑦および③の事故により損害を受けたとき、

持ち出し家財保険金をお支払いします。お支払いする金

額は、1事故について、家財の保険金額の20%か 100万円
のいずれか低い額が限度となりま売

3.別居者家財保険金
前ページの①～⑦および③の事故により右記 (1)～
(3)の者が常時居住する日本国内の保険証券記載以外
の建物に収容された家財に損害が生じたときは、別居者

家財保険金をお支払いしま魂 お支払いする金額は、1事

故について、家財の保険金額の20%か 200万円のいずれ
か低い額が限度となりま売

(1)被保険者

(2)彼保険者の配偶者

(3)被保険者または配偶者と生計を共にする未婚の子

4.水害保険金
「水害」とは、台風、暴風雨、豪雨等に伴い発生した洪水、

高潮、土砂崩れ等による損害をいい、保険の対象である建

物または家財、設備・什器等に損害が生したとき、次のよ

うに水害保険金をお支払いしま売

a水害により保険の対象である建物や家財が保険価額
(その実際の価値)の 30%以上の損害を被った場合

紋 払噸 球 険金額x継 ガ 0%

b上 記a以外の場合で保険の対象である建物や家財
が水害による床上浸水または地盤面より45cmを超える
浸水を被り、損害額が保険価額の15%以上30%未満と
なった場合

お支払い額=保険金額X10%
(1事故 ]敷地内について、200万円が限度で売 )
c上記a収外の場合で保険の対象である建物や家財、
設備・什器等が水害による床上浸水または地盤面より

45cmを超える浸水を被り、損害額が保険価額の15%
未満となった場合

お支払い額=保険金額×5%
(1事故 ]敷地内について、100万円が限度で売 )
ただし、bと cの保険金が支払われる場合、合計で1事
故について、1致地内200万円が限度となりま魂

(注 1)損害の認定は、建物ととに、家財または設備・什器等

はそれを収容する建物ことに行います。

(注 2)保険の対象が新価払建物または家財の場合は再調

達価額とし、それ以外は時価額とします。

5.臨時費用保険金
前ページ①～⑦の事故により保険の対象が損害を受けた

ため、臨時に生ずる費用に対して臨時費用保険金をお支払

いします。

●損害保険金X30%

8.地震火災費用保険金
地震・噴火・津波による火災で、建物が半焼以上、家財を

収容する建物が半焼以上または家財が全焼となったと

き、設備・什器等を収容する建物が半焼以上となったと

き、地震火災費用保険金をお支払いしま魂
お支払いする費用保険金の額は、

●保険金額X5%
(1事故について、1敷地内ととに300万円が限度で魂 )

9.特別費用保険金
前ページ①～⑦の事故により保険契約が終了したとき、

特別費用保険金をお支払いしま売
お支払いする費用保険金の額は、

●損害保険金X10%(1事故について、1敷地内ことに200
万円が限度で丸 )

10.修理付帯費用保険金
前ベージ①～③の事故により長害を被ったときに、復旧に

あたり弊社の承認を得て支出した店舗部分 (居住の用に

供する部分収外)にかかわる必要かつ有益な費用につい

て、下記範囲内でその実費をお支払いします。

似認 吊 脇    )
11.水道管修理費用保険金

水道管の凍結により水道管自体に生じた損害に対し水道

管修理費用保険金をお支払いしま丸

(1事故について、1敷地内ことに10万円が限度です。)

12.損害防止費用
前ページ①～③の事故で損害の発生および拡大の防止
のために必要または有益な費用を支払われたとき、損害

防止費用をお支払いします。

+呻 で備えは万全 !

居住用建物や家財にはご希望されない場合を除き、地震保

険をと契約いただきます。

地震保険を契約いただけませんと地震による倒壊等の損害だ

けでなく、“地震による火災損害や延焼損害
う
についても、保

険金は上記「8地震火災費用保険金」を除いてお支払いで
きません。

●大規模地震対策特別措置法にもとづく警戒宣言が発令さ

れたときは、その時から「地震保険に関する法律」に定める

一定期間はその誉戒宣言に係る地域内に所在する保険の

対象となる物について、地震保険契約の新規契約および

増額契約はお引き受けできません。

●基本契約が一時払の場合には、長期の地震保険を付帯す

ることができます。

●地震保険には、満期返れい金および契約者配当金はあり

ません。

●地震保険料控除の対象となりま魂

件鵬帥見方秘鰐冊

1事故について、1敷地内ごとに下記が限度額で魂

住居のみに使用される建物および収容家財 100万円
上記以外の建物および収容動産      500万 円
6.残存物取片づけ費用保険金
前ページ①～⑦の事故により保険の対象が損害を受け

たため残存物の取片づけに必要な費用に対し、残存物取

片づけ費用保険金をお支払いします。お支払いする費用

保険金の額は損害保険金の10%が限度となりま魂
7.失火見舞費用保険金
前ページ①または③の事故により他人の所有物に損害を

与えたとき、失火見舞費用保険金をお支払いしま丸
お支払いする費用保険金の額は、

●被災世帯数X20万円(1事故について、保険金額の20%
が限度です。)

|

ってのこ

1このパンフレットは「満期戻総合保険」の概要をと紹介したものです。詳細は保険約款により

ますが、保険金のお支払い条件・ご契約手続き。その他と不明な点がありましたら取扱代理

店または弊社にと照会ください。なお、と契約にあたっては、「と契約のしおり」「重要事項説

明書」をご一読ください。また、と契約者と被保険者が異なる場合はこのパンフレットの内容
を枚保険者にと説明いただきますようお願い申し上げま魂

2保険料をお支払いの際は、原則として弊社所定の保険料領収証を発行することとしておりま
すので、お確かのください。(団体扱等の特定の特約を付帯した場合を除きま売 )
3保険料(追加保険料を含みます。)を領収する以前に生じた事故による損害については、保険
金をお支払いできません。
4家財のと契約で次のものは、申込書に明記しないとと契約の対象となりません。(「明記物
件」といいまi)                  とぅ
・1個または1組の価額が30万 円を超える貴金属、宝石、書画、骨董、彫刻物その他の美

術品
・稿本、設計書、図案、証書、帳簿、その他これらに類するもの

5保険期間が1年を超えると契約の場合、と契約のお申込みの撤回または解除を申し出ること
ができるクーリングオフ制度がとざいます。

6個人情報のお取扱いについて
弊社は、保険契約に関する個人情報を、適切な契約のお引受け、円滑な保険金のお支払

い、付帯サービスのと提供および弊社の商品の販売等を行うたのに取得・利用し、業務委託

先、再保険会社等に提供することがありま売 詳細につきましては、下記記載の弊社ホームペ

ージをと覧いただくか、取扱代理店または弊社にと照会ください。

7と契約手続きの日から1か月以上経過しても保険証券が届かない場合は、お手数ながら弊社
にと照会ください。

8住宅金融支援機構 (旧住宅金融公庫)等、公的融資に関わる建物は、この保険のと契約がで
きない場合がありますので、お申し出ください。

9ご住所を変更するとき、建物などを売却。議渡などにより名義変更するとき、建物の構造また
は用法 (用途)を変更するとき、引越し等により家財を他の場所に移転するとき等、と契約内

容に変更が生じる場合は、事前に取扱代理店または弊社にと連絡ください。

10契約者が法人の場合について

法人契約のと契約者さまにつきましては、自己資金でと契約いただくことが前提となりますの

く あらかじめと了承ください。借入金によると契約はお引き受けいたしておりません。

事故が発生した場合は、すみやかに朝日火災あんしんダイヤルまたはヨケR扱代理店にと連絡ください。と連絡がない場合は、保険金のお支払いができなくなることがありますのく 十分にと注意ください。

引受保険会社が経営破l碇した場合等、業務または財産の状況が悪化したときには、保険金、

満期返れい金、解約返れい金等のお支払いが一定期間凍結されたり金額が肖U減される場合が

あります。「満期戻総合保険」は、ご契約者が個人、小規模法人(経営破綻時に常時使用する従

業員等の数が20人以下である法人をいいます。)またはマンション管理組合(以下、「個人等」と

いいま魂 )である場合に限り「損害保険契約者保護機構」の補償対象となり、経営破綻した場

合の保険金、満期返れい金、解約返れい金等は80%まで補償されます。ただし、破綻後3か

月以内に発生した保険事故に係わる保険金は100%補償されます。家計地震保険は、「損害保
険契約者保護機構」の補償対象となり、経営破綻した場合の保険金は100%、 解約返れい金等

は全額補償されます。また、と契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等
であり、かつ、保険料を負担している場合は、その被保険者に係わる部分については、上記補償

の対象となりま丸

取扱代理店は、弊社との委託契約に基づき、お客さまからの告知の受領、保険契約の締結、保険料の領収、保険料領収証の交付およびと契約の管理等の代理業務を行っていま売 したがい

まして、取扱代理店との間で有効に成立したと契約は、弊社と直接と契約されたものとなりま売

朝日火災海上保険株式会社
T101‐ 8655

東京都千代田区神田美土代町7番 地
TEL 03-3294-2111(大 代表 )
ホームページアドレスhttp:〃www.asahikasai co,p/

事故の受付は、朝日火災あんしんダイヤルまたは
取扱代理店へE連絡ください。

面 30T20田 120H555
受付時間 :24時間 365日

朝日火災 あんしんダイヤル
。お問い合わせ先

118043 cp13-18(積 )2015/01 70,000(KY)


